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１．１．１．１．    背景・目的背景・目的背景・目的背景・目的    
 わが国における高度経済成長以来自動車交通の増加により，自動車交通から発生する騒音は不安感や不快感

などの被害が発生している．また「環境の世紀」と言われている現在において環境を考慮した事業の必要性が

高まっており，道路交通騒音環境の変化を金銭価値化することにより，費用便益分析の枠組みの中で評価でき

ると思える． 
 環境の価値を金銭価値化する方法に CVM（Contingent Valuation Method：仮想評価法）があるが，騒音
の社会的費用の計測は今まで個人の価値意識の側面から補償変分を計測した試みは少ない．また CVM調査を
行う上で，騒音の仮想的な状況の変化（騒音レベルの差）を統一化し，被験者に適切に伝えるためには文章や

実験者による説明に加え，実際に騒音レベルを提示することが望ましいと言える． 
 そこで本研究では道路交通騒音について被験者に騒音レベルを提示するCVＭを用いて金銭評価することを
目的とする． 
 
２．２．２．２．    調査概要調査概要調査概要調査概要    
 主に中央大学の学生 65名を被験者として平成 14年 2月 18日（月）から 2月 24日（日）の期間に無響音
室で実験をおこなった．調査方法は面接実験方式を採用した．シナリオは現在，自分 1人が住む道路沿いの賃
貸マンションにおいて，近い将来，交通量が増えることによって交通騒音が増大し，室内の道路交通騒音が大

きくなることに対してマンションの防音対策費として 1ヶ月にいくら支払ってもよいかを表―1の 12ケース
で問うものとした．ここでは各被験者 1人に対して 1つの現況騒音下で評価してもらうことにした． 
実験の流れとしては道路交通騒音の現状を説明した後に，今回の設定 
した仮想の環境（現況騒音，将来騒音，現況騒音の順に被験者に騒音を 
実際に 30秒づつ）を提示し，防音費用として現況騒音レベルを維持す 
るためのWTP（Willingness to Pay：支払意志額）を支払カード法で 
記入してもらい，最後に被験者の属性を記入してもらった． 
ここで提示した騒音レベルは騒音に係る環境基準での騒音の測定方法 
（日本工業規格 Z8731）と同様の方法で録音し，無響音室において図―１ 
に示したように騒音出力器から一定の距離をとり，そこでの 30秒間の等 
価騒音レベル LAeqが提示する騒音レベルになるように音圧レベルを 
調整し，現況騒音，将来騒音を作成した． 
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連絡先：〒112-8851 東京都文京区春日 1-13-27 中央大学 交通計画研究室 Tel 03-3817-1817 

騒音出力器

被験者 

図―１ 無響音室での実験方法
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表―１ 騒音の提示ケースと標本数

ケース 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
現況騒音
増加量 ５ｄB １０ｄB １５ｄB ２０ｄB ２５ｄB ５ｄB １０ｄB １５ｄB ２０ｄB ５ｄB １０ｄB １５ｄB
将来騒音 ４５ｄB ５０ｄB ５５ｄB ６０ｄB ６５ｄB ５０ｄB ５５ｄB ６０ｄB ６５ｄB ５５ｄB ６０ｄB ６５ｄB
標本数

４０ｄB ４５ｄB ５０ｄB

21 22 22
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３．３．３．３．    ＷＴＰの集計・分析結果ＷＴＰの集計・分析結果ＷＴＰの集計・分析結果ＷＴＰの集計・分析結果    
 現況騒音，増加量とWTPの関係を図―２に示した． 
現況騒音 40ｄB，45ｄBで増加量が 5ｄBの時は，現 
況騒音と将来騒音の違いが認識できない（将来騒音に 
悪影響を感じない）との理由で 50％の被験者がWTP 
を 0円と回答した．そこで本研究では現況騒音が 45 
ｄＢ以下でかつ将来騒音が 50ｄＢ以下の場合は分析対 
象外とし，それ以外の場合について将来騒音のWTP 
を求めるために次の仮説の検定を行った． 
仮説：将来騒音が 55ｄＢ以上の場合のＷＴＰは現況騒 

音に依存しない． 
仮説は有意水準 0.1で棄却されなかった． 

以上より本研究では将来騒音 50ｄＢ以下は被験者に 
悪影響を与えないと仮定し，将来騒音とWTPの関係 
を図―３に示す． 
 
４．４．４．４．    道路交通騒音貨幣原単位の比較道路交通騒音貨幣原単位の比較道路交通騒音貨幣原単位の比較道路交通騒音貨幣原単位の比較    
    ここでは得られた結果の妥当性を検討するために， 
騒音による損害を貨幣評価している研究結果と比較 
する．既存研究で示されている評価額は単位が違う 
ためその評価額に 1人当りの住宅敷地面積を乗じる 
などして，単位を円/dB/年/人の形に統一し，本研究 
と比較したものが図―４である．本研究の結果は他 
の研究結果と比較して多少高めではあるが，それほ 
ど大きな差は見られない． 
 また本研究で用いた騒音提示法と同様な方法用い 
た小路・安田２）のものと比較すると大きな差が見ら 
れる．この原因は小路・安田のものが耐用年数を 25 
年と設定している点や世帯ごとのWTPを被験者に 
質問していることによりこのような違いが出ている 
と思われる． 
 
５．おわりに５．おわりに５．おわりに５．おわりに    
 本研究は実際に騒音を被験者に提示して CVＭ調査を 
行い，将来騒音 55dＢから 65ｄＢではWTPは現況騒音 
に依存せず、騒音レベルごとにＷＴＰの増加量は大きく 
なるという結果が得られた． 
将来騒音とWTPとの関係が示せたので，社会全体で 
の被害額の把握を今後行っていこうと考えている． 
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図―２図―２図―２図―２    現況騒音，増加量とＷＴＰの関係現況騒音，増加量とＷＴＰの関係現況騒音，増加量とＷＴＰの関係現況騒音，増加量とＷＴＰの関係    
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